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事前評価票

（平成２５年８月現在） 

１．課題名 

大学発グリーンイノベーション創出事業グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス（ＧＲＥ

ＮＥ）事業北極気候変動分野 

＞北極研究に係る国際連携強化に向けた若手研究者の国際交流促進 

２．開発・事業機関 

 平成２６年度～平成２７年度 

 ＞ＧＲＥＮＥ事業北極気候変動分野（平成２３年度～平成２７年度）の後半期 

３．課題概要 

「ＧＲＥＮＥ事業北極気候変動分野 運用基本方針」（平成２３年４月北極研究戦略小委員会）

が求める戦略研究目標の達成に向けて必要不可欠な国際連携の強化とこれを支える人材の育成を

図るべく、アメリカ及びカナダの拠点機関を介した若手研究者の派遣等を実施する。これら若手

研究者が、国際的な共同研究や、ワークショップ、サマースクールなどを通して、気候変動に占

める北極圏の重要性を再認識するとともに、新たな人的ネットワークを構築し、次代へ継続する

北極研究体制が確保される。 

・アラスカ大学 国際北極圏研究センター（ＩＡＲＣ）への若手研究者派遣による国際交流 

の促進 

・カナダ北極エクセレンスセンターネットワーク（Arctic Net）（カナダの５０大学等が参画す

る北極研究に係るコンソーシアム）を介し、主要な大学、研究機関等への若手研究者派遣によ

る国際交流の促進 

 

〔必要性〕 

●科学的・技術的意義、社会的・経済的意義 

 北極圏は、気候変動の影響が最も顕著に現れる重要な地域であるが、アクセスに困難を伴うこ

となどから、その観測には北極圏国等との協力が必要不可欠である。一方、このような国際協力

と北極研究を進展させるに必須の人材は、極めて乏しい現状にある。北極圏重要国との国際連携

と我が国人材の育成を戦略的に行うことが必要であり、このため、アメリカ、カナダの北極圏に

拠点機関を確保し、第三国も交えた国際的な研究と交流の場とする。併せて、このような北極圏

の拠点機関と連携し、我が国の北極圏における円滑な調査観測活動を下支えする。 

（アメリカ） 

 これまで、アメリカとの協力関係は、日米共同でアラスカ大学に設置したＩＡＲＣを基盤に、

日本側カウンターパートである宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）及び海洋研究開発機構（ＪＡ

ＭＳＴＥＣ）の研究者が中心となって構築してきた。 

 こうした従前からの日米協力関係に立脚しつつ、今後は我が国の極地研究に関する共同利用・

共同研究拠点である国立極地研究所を日本側カウンターパートとし、我が国として戦略的かつ組

織的にＩＡＲＣへ若手研究者を派遣し、国際連携と人材育成を推進する。 
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（カナダ） 

 我が国の北極域における海氷・海洋観測の多くが、カナダの砕氷船を利用して行われており、

北極域の調査観測を行う独自の砕氷船を持たない我が国にとって、カナダとの協力関係を維持・

強化することは非常に重要である。このような砕氷船の利用や、観測ステーションの利用を念頭

に置きつつ、Arctic Net を介してカナダの主要大学へ若手研究者を派遣し、国際連携と人材育成

を推進する。 

 

●国費を用いた研究開発としての意義 

 ２５年５月に我が国の北極評議会（ＡＣ）オブザーバー資格が承認され、北極に係る共通課題

に対し、北極圏国をはじめとする関係各国との交流、協力、調和と、北極圏国への貢献が求めら

れている。本施策は、我が国と北極圏国の協力関係を強化するとともに、我が国の観測・研究活

動を支えるものであり、我が国として実施していくことが必要である。 

また、２５年１月の日加科学技術協力合同委員会において、北極研究が重点的な研究協力領域

(ＰＲＣＦ)に位置づけられるとともに、同年５月の日米科学技術協力合同高級委員会において、

北極研究の協力体制を強化していくことが合意されており、我が国として、アメリカ、カナダの

拠点機関を介した国際連携の強化に取り組むことは、国際約束を果たす上でも重要である。 

 

〔有効性〕 

 厳しい気候や限られた観測拠点のため、北極へのアクセスや北極のデータ取得には困難を伴う

ことが多く、また、基本的に北極圏国の領土・領海内における調査観測を実施するに当たっては、

各国との国際連携が不可欠である。 

 この際、北極圏国の主要機関との間で、組織的に協力関係を結び、当該国における拠点機関を

介した人材交流・育成を推進することは、限られた人的・物的リソースを有効活用する観点から

極めて有効と考えられる。 

 

〔効率性〕 

 従前、両国関係機関により培ってきた共同利用・共同研究体制を基盤に、組織的な調査観測

機能の拡充と人材交流・育成の促進を図ることで、効率的に北極研究に係る調査観測体制を強化

することが可能である。また、ＩＡＲＣや Arctic Net のネットワークを活用することにより、他

国も含めた幅広い研究機関との協力強化が期待でき、国際連携強化の観点から非常に効果的であ

る。 

 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

 我が国が今後とも継続的に北極研究を発展させるため、国際連携の強化と若手研究者の育成を

推進することの必要性が認められる。 

 この際、我が国が目指す研究成果を踏まえた取組が必要であり、各国が持つ観測ステーション

等の利用や研究者を派遣する組織等について、戦略的な検討が必要である。また、我が国の特色
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を生かし、よりグローバルな研究成果を得るためには、若手研究者が海外との研究交流を通じて、

これまでの研究の経緯、成果、今後の課題等を十分把握すべきであり、このような取組を促すこ

とも含め、北極環境研究コンソーシアム全体として組織的に取り組む必要がある。 

 

（２）有効性 

 北極圏に領土・領海を持たない我が国が、限られた人的・物的リソースを効率的、効果的に活

用しつつ北極研究を推進するためには、北極圏国の主要機関と組織的な協力関係を構築すること

が重要である。特に、本施策で検討されているＩＡＲＣと Arctic Net は、北極研究に関して幅広

いネットワークを有しており、両機関との連携は、我が国の研究を国際展開するに当たり、非常

に有効と考えられる。 

 

（３）効率性 

 国際連携の強化と若手研究者の育成に向け、既存の海外機関のポテンシャルを活用した取組を

講じることに高い効率性が認められる。 

 

５．総合評価 

 北極圏は全球の中で地球温暖化の影響を大きく受ける地域・海域として極めて重要であり、北

極評議会（ＡＣ）にオブザーバー参加した我が国も、北極圏における科学的な知見の進展に大き

く貢献することが望まれる。 

本事業は、これまでばらばらであった我が国における北極圏の研究者をまとめ、研究の方向性

を明確化することに貢献しているタイムリーな事業であるが、一方、今後の研究の発展のために

は、国際連携の強化とこの分野における若手人材の育成が急務であり、この点で国際的な拠点を

中心に若手人材の育成を図る本施策は高く評価できる。 

また、本施策の推進に当たっては、以下のことに留意する必要がある。 

●国立極地研究所が中心となり北極環境研究コンソーシアム（北極研究者コミュニティ）全体と

して、我が国の大学、研究機関における若手人材の育成を、組織的、戦略的に推進する必要があ

る。 

 この際、我が国として目指す研究目標や、各研究分野の関係性、観測とモデルの関係性を意識

しつつ、系統的、統合的な連携を推進する必要がある。 

●本施策の効果を検証する上で定期的な評価、ＰＤＣＡサイクルの展開が必要である。 

●Arctic Net を介した取組については、その具体的内容を更に検討の上、明確にし、我が国の北

極研究者コミュニティとカナダのコミュニティのより密接な連携を図る必要がある。 

 

 


